
 

皆さん、こんにちは。森永製菓株式会社の最高財務責任者の髙木です。弊社の 2023年 3月期第 1

四半期の決算説明会にお忙しい中ご参加いただき、誠にありがとうございます。 

上期および通期に加え、今年度より第 1四半期、第 3四半期においても決算説明資料を開示し、決

算説明会を行うことにいたしました。開示の充実に努めてまいりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

2023年 3月期第 1四半期においては、新型コロナウイルス感染症再拡大と収束を繰り返す中、防

疫と経済活動の両立を進める一方、ロシア・ウクライナ情勢等の影響によりまして、世界的な原材

料およびエネルギー価格が高騰し、弊社の業績にも少なからぬ影響を及ぼしました。 

まず、第 1四半期の決算概要について確認し、次に、事業戦略の進捗および第 2四半期以降の主な

取り組みのポイントについてご説明申し上げます。 



 
 

 

まず、第 1四半期の損益実績です。 

売上高が 468億円、前年比較で 23億円の増収、率では 105.0%でした。2030経営計画で重点領域

と位置付けた事業の中で、特にｉｎ事業、通販事業、米国事業が、戦略的な投資効果もあり、昨年

度から好調を継続しており、増収を牽引いたしました。 

次に、営業利益は 46億円でした。前年同期と比較して 16億円の減益。営業利益率は 9.9%でし

た。円安影響も含む原材料やエネルギー価格の高騰の影響を大きく受けました。また、ｉｎ事業や

通販事業といった成長分野を中心に、戦略的な広告投資を継続したことが要因です。 

四半期純利益は 34億円で、前年同期と比較しまして 14億円の減益となりました。これらの結果

は、期初の業績予想と比較して若干下回った水準です。 



 
 

 

次に、営業利益の増減要因です。 

減益要因は赤色で、増益要因を青色で記載しております。まず、円安影響も含めた原材料関係の高

騰によるコスト増が 10.6億円でした。期初の通期業績予想では、原材料関係の影響を年間約 43億

円と見ておりましたので、第 1四半期ではその約 4分の 1が実現しております。 

また、エネルギーコストの上昇影響は 1.9億円です。これらのコスト高騰の影響は予想をやや上回

る水準で推移しております。今後の原材料およびエネルギーコストの高騰や、為替変動等の影響は

不透明ですので、なお厳しい状況が継続する可能性がございます。 

これに対し、5月末から順次価格改定を実施しております。その効果は約 2億円の利益増となりま

した。後ほど詳しく説明いたします。 

一方、ｉｎ事業、通販事業といった成長領域を中心に、広告投資を増やしました。ｉｎ事業の基盤

強化に向けたブランディング投資。通販の定期顧客の獲得の加速を狙ったものです。これらの結

果、営業利益は前年同期と比較して 16億円の減益となりました。 



 
 

 

続きまして、事業別の売上高と営業利益の実績です。 

まず国内では、ｉｎ事業と通販事業が 110%を超える成長で増収を牽引しました。損益は戦略的な

広告投資を行ったため、ほぼ横ばいとなりました。また、菓子食品事業と冷菓事業は、売上はほぼ

横ばいに推移しましたが、原材料等の高騰の影響を受け減益となりました。 

海外は、売上高は 46億円で、前年同期と比較して 124.1%の高成長となりました。中でも米国事

業が前年同期比 134.5%と成長を牽引し、円安効果を除いた現地通貨ベースでも 128.1%と成長を加

速しています。 

一方、損益は、原材料や一時的な海上運賃の高騰などの影響や、広告投資などで横ばいとなりまし

た。これらの結果、連結売上に占める海外売上高の比率は 9.9%と 2桁に近い水準まで高まりまし

た。 



 
 

 

事業別の営業利益増減をグラフ化したスライドです。 

ｉｎ事業、通販事業、米国事業は、継続的な成長実現に向けて戦略的に投資を行いつつ、前年水準

の利益を創出しております。反面、菓子食品事業は、原材料費の増加、冷菓事業では原材料費の増

加および減価償却費増などの影響で減益となりました。  



 
 

 

価格改定の状況についてご説明申し上げます。 

原材料などの高騰に対し、5月末から順次価格改定を実施しております。その効果は約 2億円の利

益増となりました。スライドは、5月末より順次価格改定を実施した商品を対象に、SRIデータを

もとに販売金額、単価、数量の変化をまとめたものです。おおむね狙いとする販売金額の増加とな

りましたが、まだ 6月、1カ月間の状況であります。 

なお、ビスケットにつきましては、製造ラインの増設に伴う計画的な製造停止による需給逼迫が販

売に影響したものであり、消費者の購買行動の変化とは見ておりません。 

価格改定の直後は買い控えが起こる傾向にありまして、また、天候や競合会社の動向などの影響を

受けるため、価格改定の成否を見極めるためには一定の期間が必要と考えておりまして、今後、消

費動向等を注視する必要があると考えております。 



 
 

 

次に、2022年 6月末のバランスシートです。 

資産合計が 2,014億円で、前期末と比較して 129億円減少しました。これは主に、現金及び預金

の残高が 162億円減少したことによります。 

現金及び預金の減少は、前期に政策保有株式縮減の一環として、森永乳業株式を売却したことに伴

って未払税金を計上しましたが、税金納付に伴いまして、未払法人税等が 92億円減少したことが

一つです。 

これに加え、配当金の支払が 45億円、自己株式の取得が 40億円といった株主還元施策が主な理

由です。 

これらの結果、自己資本比率は 62.0%と、前期末と比較しまして 1.3ポイント上昇いたしました。 



 
 

 

事業戦略について、第 2四半期以降の主な取り組みポイントについて説明いたします。 

 

ｉｎ事業の中でも主力のｉｎゼリーは、前期好調の勢いをそのままに、ターゲットおよび飲用シー

ンの拡大が確実に進み、安定的に成長しております。引き続き、ターゲットと飲用シーン拡大の取

り組みを進めることで、さらなる成長を目指してまいります。  



 
 

 

通販事業の第 1四半期も、前期からの勢いそのままに、新規定期顧客を着実に増加させることがで

きました。広告投下に対する顧客獲得効率を示す指標が堅調に推移するなど、良好な状態を維持し

ております。第 2四半期以降も適切な事業運営により、事業基盤をさらに盤石にしてまいります。  



 
 

 

米国事業も、これまでの勢いそのままに HI-CHEW が好調に推移しております。従来から続いてい

る全米での取扱率の拡大に加え、全米各地での店頭回転も力強く上昇しております。昨年 12月以

降、順次実施した価格改定を乗り越えて、数量増加を果たせており、お客様に着実に HI-CHEW の

価値が受け入れられていることを実感しております。 

加えて、規模はまだ小さいですが、幅広いお客様のニーズに対応すべく、健康軸の HI-CHEW も予

定どおり販売をスタートしております。引き続き HI-CHEW の商品価値やブランドを、積極的なプ

ロモーションを通して広くお客様に知っていただくとともに、全米での取扱率を増やすことで、継

続的な成長を遂げるべく、事業を推進してまいります。 

また、新たなゼリー飲料、Chargelの市場開拓に向けては、販路、ブランド接点の開拓に取り組

み、加速をさせてまいります。 

 



 
 

冷菓事業です。 

当社の強みは、菓子技術を活用した差別性に優れる商品を有することです。その代表であるチョコ

モナカジャンボは、発売 50周年プロモーション等を積極的に行った成果もあり、好調な滑り出し

です。通年販売 3年目を迎えた板チョコは苦戦が見られます。 

今年度から、通年販売をスタートしたザ・クレープを含め、差別性に優れる商品価値を、消費者の

皆様に正しく訴求していくことで、競争を勝ち抜いていけると考えております。最需要期の第 2四

半期は、積極的なプロモーション展開によって価格改定を成功させ、利益成長を伴った売上拡大を

目指してまいります。 



 
 

 

菓子食品事業です。 

コロナ禍からの戻りが鈍かったハイチュウが復調傾向です。8月 12日、ハイチュウの日といった

効果的なプロモーションによって、7月 1日に実施した価格改定を成功に導いてまいります。 

森永ビスケットは、8月末から順次販売予定の新商品をきっかけに、店頭販促をはじめとしたプロ

モーションを強化することで、安定成長を果たしてまいります。  



 
 

 

チョコレートや食品関係の分野では、収益性改善を目指し、ブランド価値の強化とともに、価格改

定および継続的な原価低減の取り組みを進めてまいります。 

 

以上、第 2四半期以降の主な取り組みについて、そのポイントを説明いたしました。 

2023年 3月期の業績予想につきましては、本年 5月 13日発表の期初の業績予想から変更はあり

ません。なお、原材料およびエネルギーコストの高騰や為替変動等の影響が不透明です。今後、業

績予想の修正が必要になった場合は、速やかに開示してまいります。 

ご清聴ありがとうございました。  



 
 

【ご注意事項】 

将来予測・業績予想について 

本資料には、当社（連結子会社を含む）の見通し、計画、目標など将来に関する記述が含まれておりますが、こ

れらは当社が現在入手している情報に基づく判断や仮定を基礎としたものであり、将来における当社の実際の業

績または展開と異なる場合があります。 

 

 


